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おわりに

はじめに

2013年10月、アフリカ連合(AfiFicanUnion、以下AU)の総会（首脳会

合）は、国際刑事裁判所(IntemationalCriminalCourt、以下ICC)とAUと

の関係に関して審議し、一連の「ICC非協力決議」とも称されている諸決定

を再確認する決定を採択した。アフリカ地域の54ヵ国が加盟する世界最大の

地域的国際機関たるAUがICCに対する批判を公式に表明していることは、

ICCの正統性と円滑な機能遂行に大きな打撃を与えているといえよう。ま

た、2013年9月にはケニアがICCからの離脱について国内の議会で審議し

てICCを設立したローマ条約からの脱退を検討したり、ICC規程の改正を

AUが要求するなど、アフリカ地域とICCとの対立が論議を招いている。
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論説

そもそもICCは、重大な国際法上の犯罪の責任を有する個人を裁く国際的

な刑事裁判機関であり、国際機関としてその正統性が、司法機関としてその中

立性と公正さが要求されている。ICCは、国際法で欠落しているとも言われ

てきた法適用及び法執行制度の一端を担い、国際法分野の中でも比較的新しく

かつ急速に発展した国際刑事法と国際人道法の形成に大きく寄与している組織

として国際法上大変重要な役割を果たすものであり、国際社会の良心と正義の

象徴ともみなされる任務を負っている存在といえる。2002年の設立から10年

が経過した現在、組織的にはICC規程の改正が採択されるなど、改善に向け

た試みが行われている一方で、10年という区切りを過ぎ学界においてもIC

Cを見直し全体評価を試みる分析が行われている。そこでは、ICCに対する

高い評価と期待が示されているのであるが、現実ではICCに対する批判が、

特に冒頭で述べたようにアフリカ諸国から噴出していることを見過ごすことは

できない。国際刑事法の現在及び未来を考える上でもICCに対する疑念の払

拭が求められており、ICCが真に国際的な裁判機関として信頼を獲得しうる

か、その岐路に立たされているとも見られる危機的な状況にあることが認識さ

れなければならない。

本稿は、ICCとアフリカ地域の諸国との対立を取り上げる。ICCは「ア

フリカ人狩り」を行っている偏見を持った差別的機関である、ICCは西側諸

国の帝国主義の手先である、新たな植民地主義による躁聴であり、アフリカ諸

国の主権を尊重していない、普遍主義(univerSalism)の名目下で行われる西

側の価値観の押し付けである、等々の批判がICCに対して噴出している状況

とその背景を明らかにする。ICCが真に公正かつ中立な機関として世界的な

支持を獲得しうるか岐路に立たされている現状を認識することは、国際刑事法

の現状と将来を考える上でも極めて重要であると考える。以下、第1章でアフ

リカ諸国がICCと対立している状況を広く国際社会に知らしめたAU決議を

題材として対立状況を紹介し、第2章ではそのような決定をAUが採択するに

至った背景を明らかにする。最後に第3章では、ICCに関するアフリカ諸国
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の主たる懸念事項を列挙する。これらの考察から、ICCとアフリカ諸国との

確執が、単なる政治的又は歴史的感情に基づく反発ではなく、その根底にある

のは国際法理論に関する対立であることを示す。ICCとアフリカ諸国との確

執はまさに国際法の発展過程における諸説の対立の具現化であることを明らか

にする。

lアフリカ連合(AU)の反発-AUのICC非協力決議

本章では、AU(アフリカ連合）が採択した諸決議を参考としてICCとア

フリカ諸国との対立を浮き彫りにする。AUは、アフリカ大陸の54カ国が加

盟する地域的国際機関である。世界の主要な地域的国際機関としては、ヨー

ロッパ連合(EU)や米州機構(OAU)、東南アジア諸国連合(ASEA

N)などが挙げられるが、その加盟国数においてAUは他を上回る存在であ

る。しかし、ICCはAUと良好な関係を築けているとは言えない。例えば、

ICC規程第87条6項に基づき国際機関にICC活動への協力を求めるた

め、ICCは既にヨーロッパ連合と協力協定'を締結しているが、同様の協力

協定の締結をAUに求めた際には拒絶されたのである。さらに、AU内部では

総会やAU委員会等の各種内部組織においてICCとの関係が論議の的とな

り、例えばAU総会ではICCの活動に懸念を示す決定が2009年以降、毎年

2回採択され続けているのである。以下で「反ICC決議」又は「ICC非協

力決議」とも称されている一連のAU総会やAU委員会の諸決定の中から、A

U総会の2009年の決定と本年(2013年）の決定を紹介する。

（1）2009年のAUによるICC非協力決議の採択

AUとICCとの関係に暗雲を予感させはじめたのは、ICCに対して最初

11CCはEUと2006年に協力協定を締結した。Agreemembetweenthelmernational

CrimmalCourtandtheEuropeanUniononCooperationandAssistance(2006).
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に懸念が示された2009年2月のAU総会の決定2であった。この決定は、スー

ダン共和国の現役大統領であったOmarHassanAhmedEIBashir氏3を被疑者と

してICCが捜査を進めていることを問題視して採択されたものである。同決

定は、スーダンのダルフール地域の重大な人権侵害を非難して犯罪者の処罰を

求める姿勢を表明しつつ、AUが推進してきたスーダン地域の和平プロセスが

ICCによる手続によって害される虞れに注意を喚起し、ICC規程第16条4

に従いICCによる捜査の延期を国連安全保障理事会に要請するものであっ

た。

その後、AU総会は同年7月に再度ICCに関する決定5を採択するに至っ

ている。引き続き同じ議題が審議されたのは、2月の決定に基づくAUからの

要請が無視されたことに対する不満が原因であった。2月のAU総会決定にも

関わらず翌月の3月にICCはBashir大統領の逮捕状を発行した6からであ

2@@DecisionontheApplicationbythelnternationalCriminalCourt(ICC)Prosecutorfbrthe

IndictmemofthePresidentoftheRepublicoftheSudan'',adoptedl2thOrdmarySessionat

AddisAbba(Ethiopia),Assembly/AU/Dec.221(XII),FebrUary2009.

3Bashir氏は1993年10月16日以降、スーダン共和国の大統領を務めている。

41CC規程第16条は、国連憲章第7章下の決議によって、ICCによる捜査又は訴追

を12カ月の間続行させないことを安保理が決定できる旨、定めている。

5"DecisionontheMeetmgofAfiPicanStatesPartiestotheRomeStatuteoftheImemational

CriminalCourt(ICC)",adoptedatl3thOrdinarySessionatSirte(Libya)inJuly2009,

Assembly/AU/Dec.245(XIII)Rev.1.

61ntheCaseoftheProsecmorvbOmarHassanAhmadAIBashirblCC-02/05-01/09,arrantof

ArrestfbrOmarHassanAhmadAIBashirjlCCPre-TrialChamberI,(4March2009).2010

年に第2逮捕状が発付されている。SecondarrantofArrestfbrOmarHassanAhmad

AlBashirJCCPre-TrialChamberI,(12July2010).Bas肋大統領の逮捕状事件について

は、村井伸行「国際刑事裁判所(ICC)によるバシール・スーダン大統領の逮捕状

の発付及び逮捕・引渡請求の送付に関する法的検討」外務省月報2009年度2号(2009

年10月）、参照。また、竹村仁美「オマール・ハサン・アフマド・アル・バシール

(MrbOmarHassanAhmadAl-Bashir)に対する検察官の逮捕状請求に関する決定［国際

刑事裁判所予審裁判部12009.3.4決定］」九州国際大学法学論集第16巻3号(2010

年3月）、参照。Bashir大統領の逮捕状に対するAUの反応については、See,Smon
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る。AU総会は、免除に関するICC規程第98条を根拠として、AU加盟国

はスーダンのBashir大統領の逮捕及び移送に協力してはならないと決定し

た7．2月の決定とは異なり、明確にICCへの非協力的姿勢を示したもので

あり、このため、同決定は「ICC非協力決議」とも称されている。ICCは

警察組織を持たないが故にICCが発行する逮捕状の執行においては諸国の協

力が必須であるところ、AUが非協力的姿勢を公式に表明したことは、法実務

家・学者・政治家の問で法的及び政治的議論を巻き起こしたのである。同決定

はAU加盟国に非協力を呼びかけるのみならず、ICCの検察官の行動に対し

て懸念を表明するとともに8，AU及びAU加盟国は尊厳と主権及び大陸の一

体性を保全するために必要と考えられうる決定又は措置をさらに採用する権利

を保留すると強調し9、さらなる対抗措置を匂わせてICCに対する牽制を

行ったのであった。

以上のように、スーダンのBashir大統領の事件に関するICCの活動を契

機とし、AUは和平プロセスに与える悪影響等を理由としてICCの手続を阻

止することを意図して決定を採択したのである。このように2009年2月の決

定に示されたAUの意向に反してICCが訴追手続を継続したため、7月には

対抗する形でAU加盟国に対してICCへの非協力を呼びかけたのであった。

（2）2013年5月及び10月の決定

2009年以降もAU総会は年2回、ICCとの関係に関する決定を採択し続

けていた。ウガンダのカンパラにて開催された会合において採択された2010

年7月の決定も、Bashir大統領の逮捕について加盟国に対してICCに協力し

M.Weldehamanot"ArreStmgAl-Bashir:theAfricanUmon'sOppositionandtheLegalities"

4"jca"・ﾉbz""αﾉq〃"”"α"o"αﾉα”⑰"〃ﾌα"jVeLqwVol.19(2)(2011).

勘りうmnote(5),para.10.

See,沁賊,para.11.

肪越,para､12．

７
８
９
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ないことを再度呼びかけている'0.この決定は同月にICCがB"hir大統領に

対して第2逮捕状を発行した後に採択されたものである。同決定を審議した会

合でも、AUはICCのLuisMoreno-Ocampo検察官がバシール大統領とその

他のアフリカ関連事件において不適切な態度を取っていると名指しで批判した

のであった。また、2009年の決定で要請していたスーダンの事件に加えて、

ケニアの事件についてもICC手続の中断を決定するよう国連安保理に対して

求めた皿｡このように2009年以降のICCに関するAU諸決議を見ると、I

CCに対する批判の言葉が徐々に強くなる傾向が見られ、アフリカ諸国の不満

が鯵積しつつあることが窺われる。

これら不満の声はメディアを通じても報じられていた。ICCは「新植民地

主義の玩具」であって、アフリカを実験場としているのであり、「イスラエ

ル、スリランカ、チェチニアには法が適用されず、なぜアフリカだけなのか」

と、ICCに対する不信感を露わにするAU委員会元議長の言葉もあった'2.

2013年にエチオピアのアディスアベバにて開催されたAUの年次総会の場で

は、ICCによって告発されている被疑者が99%アフリカ人であり人種に基

づく窓意的な裁判が行われていると議長国エチオピアの首相がICCを非難し

たことが報道されている。「ICCはアフリカ人狩りを行っている｣、ICCは

｢国際」との名称を裏切り「アフリカ人をターゲットとした西側の裁判所」と

成り果てたとの批判の声をBBCやアルジャジーラなどの報道機関は世界に伝

10SeePcDecisionontheProgressReportoftheCommissionontheImplementationofDecision

Assembly/AU/Dec.270(XIV)ontheSecondMmisterialMeetmgontheRomeStatuteofthe

ImernationalCrimmalCourt(ICC):Doc.Assembly/AU/10(XV)'',adoptedatthel5thOrdmary

SessionoftheAUAssemblyatKampaladurmg25-27July2010,AUDoc.Assembly/AU/Dec.

296(XV).

11See,"DecisiononthelmplementationoftheDecisiononthehternationalCrmmalCourt'',AU

Doc.Assembly/AU/Dec.334(XVI),31Janualy2011.

12See,DavidBosco"WhyisthelnternationalCriminalCourtPickingonlyonAfiPica?''

""h"Zgro"Post,29March2013.
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えたのである。ミ

2013年5月のAUの会合においても再度ICCに対する批判が噴出し、厳

しい内容の決定'3が採択された。以下でこの決定の内容の概略を紹介する。I

CCはケニアの大統領と副大統領の訴追を行うべきではなく、司法制度が改善

されたケニアに事件を委ねるべきとAUは決議したのである。同決定はスーダ

ンのBashir大統領及びケニアの高官に対する手続の中断要請をICC規程第

16条に従いAUが行ったにも関わらず安保理が認めなかったことに遺憾の意

を表明しつつ、Bashir大統領の自国領域への訪問を許容したチャド共和国など

のAU加盟国は、AU総会の決定に従って行動しているのであるから制裁され

るべきではないことを再確認した'4．正義の追及は持続的な平和の促進を目的

とした努力を犠牲にしない形で行われるべきであることと、アフリカの指導者

に対する訴追の濫用に関するAUの懸念を繰り返し述べて先行の決定も再確認

している'5．国際法に従い、「二重基準」との推測を避けるためにも国際正義

が公正な態様で行われる必要性が強調され、ケニアのKenyatta大統領及び

Ruto副大統領の訴追が、ケニアのみならず地域の法の支配及び安定性ととも

に平和と再建を促進する現行の努力に対する威嚇となることへの危倶が示され

た16｡ICC規程が掲げる補完性の原則に基づくならば、ケニアが2007年の

選挙後の暴力に関わる犯罪の捜査及び訴追について主要な管轄権を有していな

がら、ICCの予審裁判部及び上訴裁判部が事件の受理許容性に関する決定で

ケニアの訴追する権利と裁判権を否定したことに遺憾の意を示した17｡AU

はICCからの事件の移譲を求めるアフリカ東部地域の要請を支持すると

"DecisiononlnternationalJurisdiction,JusticeandthelmernationalCrimmalCourt(ICC)'',

AUDoc.Assembly/AU/13(XXI),adoptedatthe21stOrdmarySessionoftheAUAssemblyat

AddisAbabadmmg26-27May2013,Assembly/AU/Dec.482(XXI).

乃賦,para.3.

IMi,para.4.

乃賦,para.5.

必趣,para.6.

13

４
５
６
７

１
１
１
１
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し'8，同時にAU委員会にAUの組織強化を検討することを要請した'9．

その後、2013年10月、AUは緊急会合を10月に開催した。これはICC

において予定されていたケニアのRmo副大統領とJOshuaSangの事件に関する

手続期日の9月10日の数日前にケニア国内の議会がICCからの脱退動議を

検討しはじめたことにも触発されている。ケニアの動きを受け、緊急会合開催

直前には、AUが全加盟国に対してICCからの集団離脱を勧告するのではな

いかとの危倶が報じられていたが、結果的にはICCと敵対するのではなくI

CCの制度の中で事件の移譲と中断並びにICC規程の改正を要求するとの判

断で決着した。以下で2013年10月のAU総会の決定を見てみよう。

2013年10月にAU総会はアディスアベバにて臨時会合を開催し、「ICC

とアフリカの関係に関する決定｣20を採択した。AUは国連安保理の構成国と

協議を行うことを模索することを決定し、ケニア及びスーダン関連の事件の中

断の要請も含めて、AUとICCとの関係に関するすべての懸念事項について

特に5常任理事国と協議することを求めることとした。また、AU総会はケニ

アに対してICC規程第16条に従い事件の取扱い延期を求める文書を国連安

保理に送付すべきことを命じている。

この2013年10月決定でも、ICCがアフリカの指導者達の訴追の濫用と事

件の政治化を行っていることへの懸念が再度表明されている21.特にケニアの

現役大統領及び副大統領に対するICCの手続きが前例のないものであり、ケ

ニア及び他の加盟国の主権と平和及び秩序を損なう重大な状況にあることが強

調された22．同決定は、特にケニアはテロとの戦いの最前線に立つ国であり、

18

19

20

21

22

肪越,para､7．

乃賊,para.8.

"DecisiononAfrica'sRelationshipwiththeImemationalCriminalCourt(ICC)'',adoptedat

theExtraordmarySessionoftheAssemblyoftheAficanUnionatAddisAbaba(Ethiopia),AU

DoC・Ext/AssemblylAU/Dec.1,120ct.2013.

肪賦,para.4.

肋舷,para.5.
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この点においてケニアの大統領及び副大統領に対してICCが開始した手続が

ケニアと近隣地域の安全を含めた彼らの任務遂行を妨げるものであることを強

調している23。また、ICCが事件とみなしたケニアにおける2007年の選挙

後の悪状況の改善のために仲裁者の役割を果たしてきたのはAUであり、IC

Cの手続きが2008年の和平プロセスの完全な実施を脅かしうることへの危倶

が表明された24°その上で、同決定は、ケニア大統領及び副大統領がICC手

続に対して協力している点を高く評価しつつ、ICCも同様の協力的姿勢を示

すようICCに要請した25.さらに、同決議は、現役国家元首及び高官の免除

が国内法及び国際慣習法上原則とされていることを再確認している26°その上

で以下の12の決定を行った27。

①AU加盟国の秩序と安定及び一体性を守るため、いかなる国際的な裁判

所又は法廷においても、AUの国家元首又は政府首長又はそのような資

格で行動する者若しくは権限を有する者に対して、その任期中に刑事手

続が開始され又は継続されてはならない。

②ケニア共和国の現役の指導者であるUhuruKenyatta大統領及びWilliam

SamoeiRuto副大統領の裁判は、彼らの任期終了まで中断されるべきで

ある。

③2013年11月12日の公判開始の前に、ケニア及びスーダンの諸事件の

中断を含めたICCとAUとの関係に関するすべての事項について、国

連安保理の理事国、特に常任理事国5か国との協議を行うためのグルー

プを設置する。
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④集団殺害罪（ジェノサイド)、人道に対する罪及び戦争犯罪といった国

際犯罪を裁くためにアフリカ人権裁判所の任務拡大の手続を早める。

⑤関連諸決定に従いアフリカ人権裁判所の拡大手続を委員会が繰上げ、加

盟国が当該手続を支持することを招来する。

⑥ICC規程第121条に基づきアフリカ諸国はICC規程の改正を提案す

る。

⑦ICCのローマ条約の締約国であるアフリカ諸国、とくにICC締約国

会議の事務局の構成国は、次回の締約国会議で、ICCによるアフリカ

の現役国家元首及び政府首長の訴追とそれがAU加盟国の平和と安定と

復興に与える影響を議題として挙げることを要請する。

⑧ICCに事件を付託することを希望するいずれかのAU加盟国は、AU

に通知しアドバイスを求めることができる。

⑨ケニアは国連安保理に対して、ICC規程第16条に従い、ケニアの大

統領及び副大統領に対する手続について、すべてのアフリカ諸国が支持

しているように、事件の中断を要請する書簡を送付すべきである。

⑩この決定に従い、ICCに対して、2013年ll月12日に予定されてい

るKenya伽裁判を延期し、AUの支持を受けてケニアが行う事件中断

の要請を国連安保理が検討するまで中断することを要請する。

⑪AUとその加盟国が提起した問題について国連安保理及びICCが適切

に処理するまで、Kenya伽大統領はICCに出頭しない。

⑫本決定の実施に向けた進捗状況を検討するため、2013年ll月末に特別

会期を開催する。

この決定を見るかぎり、「ICC非協力決議」又は「ICC非難決議」と称

される一連の決定が採択されはじめた2009年とは異なり、2013年5月及び10

月の決議の関心の中心がスーダンからケニアの事件へと移行していることが見

て取れる。また、AUのいずれの国かを問わず、国家元首等が国際刑事裁判の

80金沢法学56巻2号(2014）



国際刑事裁判所(ICc)とアフリカ諸国との確執

被疑者とされることへの反意が全面に出されている。これら一連の決議におい

てAUはICCに対する反発を公式に表明しているのであるが、誤解してはな

らないのは、AUは国際法上の犯罪の責任を有する者を匿う意図にはなく、犯

罪の不処罰は大いに批判しているところであり、国際刑事法の理念を否定して

いるわけではない点である。これらのICCへの非協力決議においても、AU

は不処罰(impunity)と戦う決意を表明しているのであり、国際法上の犯罪に

対して寛容な態度を示しているのではない。次章で述べるようにAUはICC

における二重基準を問題としているのであり、AUの態度はICCという組織

への不信任が原因であり、国際法への不信任ではない点に注意しなければなら

ない。

なお、本章ではICCに対するアフリカ諸国の反発をAU総会の決定を基に

して紹介したが、アフリカ大陸に存在するすべての国がICCと敵対している

ことを意味するものではない。例えば2013年のAUの決定も、ボツワナは留

意を示し他の諸国と足並みをそろえることはなかった。ICCを批判するAU

の諸決議が全会一致ではないことを指摘し、アフリカ諸国が反ICCで一致団

結していると誤解すべきではないと注意を喚起した上で、アフリカ諸国はIC

Cを積極的に支持し協力すべきとの主張もある28。

2AU決議の背景

前章でアフリカ諸国が抱えるICCに対する不満の一端をAU総会の決定を

元にして紹介したが、なぜAUとICCはこのような状況に陥ったのであろう

か。関係改善のためにも紛争の源泉を正しく理解することが必要である。本章

ではICCとアフリカとの確執は、ICCがアフリカの事件のみを扱っている

点と、アフリカ諸国の指導者を被疑者として訴追している点の主に2点に起因

することを説明する。

28EliseKeppler"ManagmgSetbacksfbrthelmemationalCrmmalCourtmAfica"ん"”αﾉq/

4"jca"LqwVbl.56(1),(2012).

金沢法学56巻2号(2014)8I



論説

（1）アフリカへの事件集中

ICCが2013年9月の時点で扱っている全14件の事件は8カ国に関わる

が、それらすべてアフリカの国である29。すなわち、ICCが管轄権の行使を

決定した事件はすべてアフリカ大陸を犯罪地とし、アフリカ人が容疑者として

訴追されているのである。

ICCが扱う事件がすべてアフリカの事件であることは、大いに批判の的と

されている。顕著な地域的偏りが生じている現状を前にして、AUは懸念を示

し、前章で紹介したようにICCとの協力協定の締結を拒否し、加盟国に対し

てICCからのBashir大統領の逮捕要請を無視するよう促しているのであ

る。アフリカ外の他の紛争、例えばチェチニアやガザやイスラエルといった大

国又は大国の同盟国が関係する事態の捜査にICCが踏み込むべきところ行っ

ていないと指摘した上で、アフリカ諸国はICCの二重基準を疑っている30・

アフリカ諸国高官のみならず、学界においてもアフリカ大陸外の事態について

ICCが始動しないことを偏見の証拠と挙げる見解もある3'。貧しいアフリカ

諸国の（大国の国家元首との比較で見るならば）弱者のみを訴追しており、ア

フリカが生贄の羊となっているとの批判や、植民地主義やアフリカを支配する

ための帝国主義と断じる見解が口にされ、ICCが西側の裁判所と化してお

り、政治化された司法は法と政治の関係という大きな命題をはらんでいるとの

指摘32を学者からも招く状況にあるのである。このようにICC取扱い事件の

292013年8月時点で、ICCは、ウガンダ、コンゴ民主共和国、中央アフリカ共和国､スー

ダン､ケニア、リビア､コートジボワール、マリの事件を扱っている。

30See,JosephM・Isanga"ThelnternationalCriminalCourtTbnYearsLater:Appraisaland

ProspectrCa'℃ﾉbzo･ﾉひ”"αﾉq〃"reγ"α"o"αﾉα"dCo"parα"veLqwVo1.21(2013),pp.

303-304.

31See,JohnDugard"PalestineandthelnternationalCrminalCourt:InstitutionalFailureor

Bias?''.ﾉb"、αﾉq〃"”"α伽"αﾉO"j"1加αﾉ.ﾉ"rjCeVbl.11No.3(2013).

32See,CharlesChernorJalloh"AhicaandthehtemationalCriminalCourt:CollisionCourseor

Cooperation?''Ⅳo"んα"℃伽αα"、JﾉL"wReWeWVo1.34(2012),pp.209-210.ルワンダの

Kagame大統領の発言やコロンビア大学の教授の言葉が紹介されている。
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アフリカ地域への集中は、世界正義には偏見が存在し、国際刑事法の適用には

二重基準が顕在するとの批判をもたらしているのであった。

もちろん、理念上、国際刑事法の適用対象がアフリカ地域に限定されるわけ

ではない。また、ICCは地域的国際機関ではない。さらに、旧ユーゴ国際刑

事裁判所やルワンダ国際刑事裁判所とは異なり、ICCの管轄権には本来、規

程上も特定の地域を要素とした限定も制限も存在しない33。しかし実際にアフ

リカ外の事件が存在していない現状は、ICC検察官が有する裁量行使の適切

性とICCの公正さ及び正統性を疑う論拠とされている。これに対しては、I

CCが扱う事件の大半は、コンゴ及び北ウガンダ並びに中央アフリカ共和国の

ようにアフリカ諸国自身が事態を付託したものであり、国連安保理が付託した

のはスーダンとリビアの2件で、検察官が職権により調査を開始したのはケニ

アのみであることを考慮するならば、地域的偏りはICCの意図ではないと反

論できよう。また、ICCへの批判が特にアフリカ東部の国一一ウガンダ、

スーダン、ケニアーから発せられていることから、自己付託後の国内事情変

化によりICCの介入を望まないウガンダや、国連安保理による付託や検察官

の職権調査開始によって自国の同意を得ずに開始するICC手続に不満を持つ

スーダンとケニアからの批判の真の目的は、自国に関係するICCの手続の停

止であり、ICCの管轄権行使が地域的偏りなく効果的に行使されることを目

的とした批判ではないとも反論される。次節で述べるように、ICCに対する

アフリカ諸国の反発には別の原因も存在し、たとえ地域的偏りが解消されたと

してもICCに対する不満が完全に消滅するわけではないと考えられるのであ

る。

33ただし国連安保理によって設置されたアドホック国際刑事裁判所とは異なり、多数国

間条約によって設立されたICCは、管轄権を行使する上で一定の条件を満たすこと

がICC規程に定められている。
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（2）アフリカ諸国の指導者の訴追

ICCとAUとの関係悪化の発端となったのは、ICCのBashir大統領の

事件である。2009年3月、ICCはスーダンのダルフール地域で犯された犯

罪の責任を追及するためBashir大統領に対する逮捕状を発行した34｡AUが当

該事件に対して懸念を示したのは、政治的問題と法的問題の両側面からAUの

見解と相いれなかったためである。政治的問題としては、スーダン及び周辺地

域の平和のためにAUが努力し推進してきた和平プロセスがICCの発動に

よって阻害されることを大いに危倶したからであった。法的問題としては、特

にアフリカ諸国の関心を引いたのは、不逮捕特権とも称される特権免除の問題

であった。一国の現役の大統領に対する訴追は、国家元首及び政府首長並びに

政府高官が享有する特権免除に関する法的問題を引き起こしたからである。例

えば、ICCの基本条約であるローマ条約の非締約国の国内においてもICC

(又は国連安保理）が特権免除を消滅させうるのかという問題について法的論

争が巻き起こった。特権免除の有無に関する論点に絡み、ICCの逮捕状の執

行に協力する義務が諸国にあるかが問題とされたのである。この点、スーダン

の事例が国連の安全保障理事会による事態付託を受けて開始された手続であっ

たことから、諸国の協力する義務の射程問題の議論は複雑化している。次章

（6）で言及するように国連安保理、ICC、AUのそれぞれの決定の法的拘

束力と相互の関係が問題とされるのである。

アフリカ諸国の国家元首や政府首長を犯罪者として刑事責任を追及するIC

Cの事件は、スーダンのBashir大統領の事例に留まらなかった。その後、リ

ビアのMuammarGaddafi氏（通称カダフィ大佐）及びその側近の事件や、

コートジボワールのLaurentGbagbo前大統領の事件や、ケニアのKenyatta大

統領やRuto副大統領の事件など、国家の指導的立場に立つ者を被疑者として

捜査開始する事件が続いたのである。このようにICCがアフリカに限定して

34註(6)、参照。
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事件を扱っている事実と、アフリカの国家元首等の政府高官を犯罪被疑者とし

て訴追している事実は、特にアフリカ諸国の現役の指導者達がICCを警戒の

目で見つめる原因を生んだのである。

31CCに対するアフリカ諸国の懸念事項と改善案

（1）アフリカ諸国の懸念の概括

前章では「ICC非協力決議」とも称される一連のAUの決定採択を引き起

こした原因が、アフリカへの事件の集中及びアフリカ諸国の政府高官等の訴追

というICCによる行動にあったことを指摘した。このようなICCの行動に

ついてアフリカ諸国が懸念している事項を以下で整理してみよう。

ある論稿では、アフリカ諸国はICCに対して法的及び政治的側面の両面に

おいて批判と懸念を示しており、法的側面では、第1にICCとICCの非締

約国との関係、第2に国家元首及び政府首長といった特権免除を有する者に対

するICCの管轄権、第3にICCによる被疑者選定の適切性、第4に白人の

(不）正義を問題としているのに加えて、政治的側面では、第1にICCの活

動が和平を妨げる虞れ、第2に「二重基準」の問題､第3に植民地主義の傷跡

があると指摘されている35．当該論稿で挙げられている法律的側面の第3及び

第4と政治的側面の第2と第3は重複する部分があり、分析不十分かつ列挙か

ら漏れている事項があると考えるが、分類が重複している点こそアフリカ諸国

の主張が法的な主張と政治的及び感情的な主張が混在していることを如実に表

している証拠とも言え興味深い。これらの論点に加えて、アフリカ諸国が懸念

する事項として、補完性の原則の下で行われるICCによるアフリカ諸国の警

察・司法制度の評価があると考える。アフリカ諸国の反発の根底にあるこれら

の事項について詳細に検討することがICCとアフリカ諸国との関係改善の模

索上必要であるが、紙幅の関係上、論点それぞれについて詳細な説明と分析を

35CharlesChemorJalloh,qp.c",sz")zInote(32),pp.210-211
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行うことができないため以下で簡潔に述べる。

（2）捜査及び訴追対象の公正な選定

前章で明らかにしたように、アフリカ諸国がICCに反発している最大の理

由はICCがアフリカの事件のみを扱っている事実であり、それ故ICCが公

正かつ中立の機関であるか疑いの目を向けられてしまっている。ICCが「人

種差別を行っている｣、「西洋諸国による押し付けの正義｣、「新植民地主義」

と、声高にアフリカが虐げられてきた歴史と感情を交えた批判の声が上がって

いるのである。AUが「反ICC決議」とも称される決議を何度も採択してい

ることや、2013年9月にケニアがICCからの脱退に向けた準備を開始した

ことは、ICCの正統性と公平性に対する疑義とも言え、これは国際刑事裁判

システム全体並びに国際刑事法の危機につながる重大な問題であると考える。

国連の安保理常任理事国のうち米国と中国とロシアはICC非締約国である

ため、ICC規程上の義務を免れつつ、国連安保理にはICCに事態を付託す

る権限36に加えて事件手続の延期を要請する権限が与えられている37ことか

ら、事実上、これらの大国はICCによる訴追を逃れながらICCを利用する

ことが可能であるという不平等や二重基準が存在すると批判されているのであ

る。また、ICCが訴追する事件を選別する過程で、大国自身のみならず大国

の同盟国が関与する事例が意図的に排除され、弱貧国をターゲットとする二重

基準が働いているとの疑惑の目が向けられている。

確かに、国連安保理はそもそも政治的機関であり、ICCに付託する事態の

選択において政治的な判断や意図的な選択はありうる。安保理による事態付託

の選択において偏重の可能性があるとしても、しかし、付託された事態の中で

いずれの事件を訴追するかはICCの検察の裁量にある。安保理若しくは国家

361CC規程第13条(b)により、国連憲章第7章に基づいて行動する安保理は事態をI

CCに付託することができる。

371CC規程第16条。註(4)、参照。
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による付託又はICC検察官の職権によるか､手続開始手順がいずれかである

かを問わず、最終的にはICCに対する信頼を構築する努力が必要であろう。

この点、ICCの18人の裁判官のうち、5名はアフリカの国籍を有する者で

あることから38、ICCの裁判官構成において人種的偏見があるわけではな

い。ICCの公正さに関する疑義を消滅させる上では、特にICC検察官の職

権行使における裁量が適切に行われることを確保する必要性が提唱されてい

る。

ICC検察官の裁量行使を要求する学説の中には、アフリカへの事件集中を

回避する目的で、アフリカ地域の事件については以後訴追を行わないという判

断をICC検察官に求める主張もある。確かに、ICC規程第53条2項(c)

に基づき、検察官は、｢裁判の利益のためにならない」場合には訴追しないこ

とを決定しうる。その決定の際には被害者の利益も考慮するため、被害者たる

アフリカの人々が訴追を望まないとするならば、検察官はアフリカの事件を訴

追回避すべきと主張されるのである。しかし、検察官が訴追しないという裁量

権を行使するのは例外的な事例のみであり、ICC規程の趣旨は訴追実施の推

断にあると検察も一般的な見解を示している点を看過すべきではないであろ

う39。

逆に、ICCが扱う事件がアフリカ地域に限定されていることは事実である

が、これはICCが公正に運営されている結果であるとの反論がある。ICC

規程第17条1項(d)が事件の「十分な重大性」を受理許容性の要件として定

めているため、ICCの検察官は事件の選択において犯罪の重大性を考慮する

ことが求められているところ、アフリカ地域で犯された犯罪が世界の中で最も

重大であったために事件がアフリカに集中したのであり､偏見が原因ではない

と説明されているのである。

381CC規程第36条8項(a)により、裁判官の選出の際には、世界の主要な法体系が代

表されること及び地理的に衡平に代表されることの必要性が考慮されている。

39See,ICCOfficeoftheProsecutor"PolicyPaperontheImerestsofJustice''(September2007),3.
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ICC自身もアフリカ偏重の現状への批判を認識しているため今後アフリカ

外の事件をICCが扱い始めるであろうことから、ICCを差別と偏見ある機

関と詰る声は自然と消滅すると楽観視する者もいる。他方で、犯罪を犯罪行為

地から遠く離れたオランダのハーグで開廷するICCが裁くことについては、

地域から見えない正義には問題があるとも考えられ、アジアといったアフリカ

大陸外の事件が新たに訴追されたとしても疑念は残るとも考えられる。この

点、ICCが広報活動等の努力を行い、地域と連携を取る必要があるであろ

う。また、ICCの側からも国際的な正義を地域に根付かせる試みが行われる

ことが期待される。ICCがAU本部が存在するアデイスアババに連携事務所

の開設を試みたが、AU内では連携事務所の設置自体がICCがアフリカを

ターゲットとしていることを意味するのではないかとの疑心を持つ者もおり、

連携事務所の開設をAUが拒否した前例40からも一筋縄ではいかないであろ

う。一つの試案として､人権裁判所が各地域にあるように、ICCの「地域

化」も検討すべきとも考えられる。ICC規程第3条3項はICCがハーグ以

外を法廷地とする可能性を排除していないからである41。ただしICCの組織

構造改革と組織拡大を必要とすることから、予算面から考えても実践可能か課

題は残るであろう。

（3）免除に関する法認識の違い

第2に、免除に関する法認識の違いがアフリカとICCとの関係の溝を深め

ていると考える。伝統的な免除に関する慣習法規則と、犯罪処罰徹底を目標と

して急速に発展した新しい国際刑事法の諸規則が抵触しており、国際法の内容

40"DecisionontheProgressReportoftheCommissionontheImplementationofDecision

AssemblyAU/Dec.270(XIV)ontheSecondMinisterialmeetingontheRomeStatuteofihe

ImemationalCrimmalComt(ICC)'',Doc.Assembly/AU/10(XV).

411CC規程第3条1項は、裁判所の所在地をオランダのハーグと明記しているが、同

条3項は、「裁判所が望ましいと認める場合に他の地で開廷することができる」と定

めている｡
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について実務及び学説において論争となっているのであるbこの論点の詳細説

明と分析については別稿42に譲る。

特に免除とICCの管轄権との関係については、ICC規程第27条43と第

98条44の関係が明確でないため問題とされているのである。AU委員会は、I

CC規程第27条2項は「刑法の一般原則」の部の下で規定されていることか

らICCと被疑者との関係を律するものであり、ICCと国家との関係におい

42拙稿「外国刑事管轄権からの公務員の免除一国際犯罪は例外となるか一」金沢法

学第55巻2号（2013年3月）、参照。また、慣習国際法上の免除に関する規則とIC

c規程等が定める公的資格無関係の原則との関係については、拙稿「国家元首や高官

の刑事手続からの免除と公的資格無関係の原則との相克」金沢法学第52巻1号（2009

年11月）、参照。

431CC規程第27条は以下のように公的資格無関係の原則を定める。

「ICC規程第27条

1この規程は、公的資格に基づくいかなる区別もなく、すべての者についてひとし

く適用する。特に元首、政府の長、政府若しくは議会の一員、選出された代表又

は政府職員としての公的資格は、いかなる場合にも個人をこの規程に基づく刑事

責任から免れさせるものではなく、また、それ自体が減刑のための理由を構成す

るものでもない。

2個人の公的資格に伴う免除又は特別な手続上の規則は、国内法又は国際法のいず

れに基づくかを問わず、裁判所が当該個人について管轄権を行使することを妨げ

ない｡］

44ICC規程第98条は以下のように定める。

「ICC規程第98条

1裁判所は、被請求国に対して第三国の人又は財産に係る国家の又は外交上の免除

に関する国際法に基づく義務に違反する行動を求めることとなり得る引渡し又は

援助についての請求を行うことができない。ただし、裁判所が免除の放棄につい

て当該第三国の協力をあらかじめ得ることができる場合は、この限りではない。

2裁判所は、被請求国に対して派遣国の国民の裁判所への引渡しに当該派遣国の同

意を必要とするという国際約束に基づく義務に違反する行動を求めることとなり

得る引渡しの請求を行うことができない。ただし、裁判所が引渡しへの同意につ

いて当該派遣国の協力をあらかじめ得ることができる場合は、この限りではな

い｡」
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てはICC規程第98条1項が適用されるとの説を唱えている45．条約は条約

締約国のみを拘束し、高官の免除は国家の権利であることからも、第98条1

項は、ICC規程の非締約国の高官の免除をICCが排斥することを可能とし

ないとの見解をAUはとっている。条約は国が通常有する権利を非締約国から

奪うことはできないとAUは主張したのであった｡

(4)ICCによるアフリカ諸国の国内制度の評価判断

また、アフリカ諸国が懸念する事項として、補完性の原則の下でアフリカ諸

国の警察や司法制度の評価をICCが行うことへの反発があることを指摘した

い。ICCが自身の管轄権を行使する条件として受理許容性を検討する際に、

補完性の原則の下で事件に関係する国が当該事件を扱う能力と意思を有するか

否か分析するのであるが46、当該分析と判断をICCが行うことにより国家の

尊厳が損なわれるとも危倶されているのである。例えば、KirimiMuthaura事

件において、ケニアは自国が新しい憲法と法改正を採用した結果、自国での訴

追を行える環境が整えられたとしてICCが管轄権を行使する必要性を否定し

事件の受理許容性を争ったが、ICCはICCによる管轄権行使の続行を決定

45See,｡GOntheDecisionsofPre-ThPialChamberlofthelnternationalCrimmalCourt(ICC)

PursuanttoArticle87(7)oftheRomeStatuteontheAllegedFailurebytheRepUblicofChad

andtheRepublicofMalawitoComplywiththeCooperationRequestSIssuedbytheCourtwith

RespecttotheArrestandSurrenderofPresidemOmarHassanAIBashiroftheRepublicofthe

Sudan",ICCP7℃"Re/"seNo.002/2012(9January2012).

46補完性の原則に基づき、ICCは「国家の刑事裁判権を補完するものである」(IC

c規程前文）ことから、犯罪について管轄権を行使するのは第1次的には国家である。

ただし、ICC規程第17条に基づき、国が「その捜査又は訴追を真に行う意思又は

能力がない場合」にはICCは事件の受理許容性を認めて手続を開始することができ

る。そのため､ICCは､ﾕ関係国が「捜査又は訴追を真に行う能力がないことを判定

するため、国が自国の司法制度の完全又は実質的な崩壊又は欠如のために、被疑者を

確保し、若しくは必要な証拠及び証言を修得することができないか又はその他の理由

から手続を行うことができないか否かを検討する」（同条3項)。
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したのである47．これはケニアがICCからの離脱の検討を促す一因となっ

た。また、AUもケニアの大統領及び副大統領に対してICCが管轄権を行使

するべきではなく、ケニア当局に委ねることを2013年の決定で要請していた

のであった。

(5)ICCと非締約国との関係

ICCとICCの非締約国との関係については、アフリカ諸国が注視する前

に、ICC設立当初から自国軍構成員が訴追されることを忌避する米国が反I

CCとも取れる行動を取っていたため法的論点として注目されていた48。しか

しアフリカ諸国が本格的にこの問題点を論じはじめたのは、Bashir大統領の逮

捕状事件が契機となっている。ICCを設立したローマ条約の非締約国である

スーダンの事例についてICCが手続を開始したことから、ICCの制度に同

意を表明していないスーダンの主権侵害並びにICC非締約国の協力義務が問

題とされたのである。この点も条約非締約国の権利義務に関する国際法の規則

内容について法認識が異なる点が対立の原因であったと考えられるのである。

(6)ICC及びAU並びに国連安保理に対する諸国の義務の抵触

諸国のICCへの協力義務とAU決定の遵守義務とが抵触している状況に置

いて、いずれの義務が優先するかという法的問題についてICCとAUとでは

見解が分かれている。例えば、マラウイがBashir大統領を2011年10月にマ

471CCはケニヤが捜査を行っている証拠を十分に示していないとしてICCにおけ

る手続の続行を決定した。See,ProsecutorvbKirmiMuthamaandUhuruMuigaiKenytta

andMohammedHusseinAli,CaseNo・ICC-01/09-02/11,AppealsChamber,Judgmemon

theAppealoftheRepublicOfKenyaagainsttheDecisionofPre-TrialChamberIIof30May

2011entitled"DecisionontheApplicationbytheGovernmentofKenyaChallengmgthe

AdmissibilityoftheCasePursuanttoArticlel9(2)(b)oftheStatute"(August30,2011).

48非締約国の問題については、新井京｢国際刑事裁判所における規程非締約国の取扱い」

世界法年報第28号(2009年3月）、参照b
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ラウイ国内で開催されたサミットに歓迎し逮捕しなかった際には、その法的根

拠として、まず第1に同国はAU決議を順守していること、第2に国家元首が

国際慣習法上享有する免除が存在すること、第3にスーダンがICC規程条約

の非締約国であることが挙げられた49°しかし、ICCはマラウイとチャド共

和国がBashir大統領の逮捕及び移送についてICCからの要請にも関わらず

協力を怠ったことについて決定50を下した際､上記の主張は認められなかっ

た。ICCは両国がICC規程第87条7項に従い協力要請に従うことを怠っ

たと結論したのである。本章第2節で言及したように国家元首の逮捕について

協力を求める場合にはICC規程第27条2項と第98条1項との関係並びに免

除の役割が問題となることをICCは認めつつ、両国及びAUは、協力要請を

拒絶することをICC規程第98条1項に依拠することによって正当化するこ

とはできないとの判断をICCは示したのであった。

当該ICCの判断に対してAUは反意を示している。AU委員会は、ICC

の判断が人的免除に関する慣習国際法を変更することを意味し､ICC規程第

98条を無意味化していることに加えて、AU加盟国がAUの決定及び政策を

順守する義務を負っていることを無視しているとして深い憂慮を示したsloま

た、他の事例においてチャドやケニアがICCに非協力的であっても、同様に

AUの決議を順守しているのであり、安保理において非難することはできない

とAUの決議は述べているのである52。

49See,DecisionPursuanttoArticle87(7)oftheRomeStamteontheFailurebytheRepublic

ofMalawitoComplywiththeCooperationRequestsIssuedbytheCourtwithRespectto

theArrestandSurrenderofOmarHassanAhmadAIBashirbCaseNo.ICC-02/05-01/09,12

December2011.

50See,DecisionsofPre-TrialChamberl,ICC-02/05-01/09-139andlCC-02/05-01/09-140ofl2

m1dl3December2011a＝

51See,supranote(45).

52See,GGDecisiononthehnplementationoftheDecisiononthelnternationalCriminalCourt'',

AUDoc.Assembly/AU/Dec､334(XVI),31JanuaIy2011.
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AUの主張に見られるように、当該問題はICC規程第98条の解釈問題で

もあり、AUとICCの義務のいずれが優先するかという問題に単純化できな

い側面がある。そのため、非協力的なアフリカ諸国に対してICCが取りうる

措置として、ICCの締約国資格の一時停止若しくは除名又は安保理による制

裁の三つの手段がありうるが、それよりも政府高官が享有する免除を理由に協

力を拒否する解釈余地がある現行のICC規程第98条1項及び2項を改正す

るべきとの提案53もあるのである。他方、国連安保理による事態付託がICC

における事件手続開始の契機であった場合、国連憲章第103条に基づき国連憲

章上の義務が優先するため、AUの決定に基づく加盟国の義務を理由として安

保理決議の不順守を正当化することはできない。AUは国際法に違反すること

を加盟国に教唆するべきではない54と批判されてもいるのである。

（7）正義と平和は対立するか

ICCによる刑事責任追及プロセスが真に平和に寄与するかは、正義と平和

との関係という大きな論点としてICC設立前から、法哲学的視点など多様な

観点から議論されていた。また、実際問題としてアフリカ諸国が定めた恩赦と

ICCとの対立問題もある。例えば2003年12月に北ウガンダの事件をICC

に付託する前に、ウガンダ政府は2000年に恩赦法を制定していたが、同法は

LRA構成員の幾人かを訴追から守るものと批判された55．他方、ICCも諸

国がICCを政治の道具として利用することも警戒している。ウガンダが自己

付託した後､反乱軍との和平を優先してICCによる訴追を妨害する措置（例

えばウガンダ政府が一事不再理の原則や補完性の原則を悪用して反乱軍構成員

53GwenRBarnes"ThelnternationalCriminalCourt'slneffectiveEnfbrcememMechanisms;

nlelndicmlemofPresidemOmarAlBashir"FFo施加z"､肋”"α“"α/Zqwん"”αﾉvol.34(June,

2011),pp.1617-1619.

54See,JosephM・Isanga,".c",s"qnote(30),pp.305-306.:

55ウガンダの恩赦法については、See,JosephMIsanga,sz#7qnote(30),p.267.
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をICCの訴追からかばう目的で国内訴追を行うなどの措置）をとった場合、

ウガンダがICCを政治的目標を達成するために利用したとみなされ、ICC

の正統性と信頼性に破滅をもたらしうると裁判官が警鐘を鳴らしたこともある

のである56｡ICCにおいては、関係国が真に捜査又は訴追を行う意図と能力

を有しているか否かを判断して管轄権を行使するのであり、補完性の原則の下

でICCが有する裁判権と、自国の国内裁判所で裁判する権利との関係、さら

に恩赦を発する権限を含む国家の権限との関係が問題とされるのである。

(8)AUの組織改革一一ICC回避の手段か？

最後に、ICCとAUとのこう着状態を変動させるためのAUによる解決策

の一つとして､AUの組織を改革する案が提起されている点に言及する。IC

C回避の手段としてAUが地域自己完結型の国際刑事裁判システムを構築する

ことが検討されている点が注目される57。すなわち､ICCの代替となりうる

制度をAU組織内に創設することが模索されているのである。2010年2月、

AU委員会はアフリカ人権裁判所規程の議定書を改正する作業を開始し、議定

書案は集団殺害罪（ジェノサイド罪)、戦争犯罪及び人道に対する罪を含む国

際犯罪に対する刑事管轄権を追加することを提案している。同議定書案はAU

総会の正式採択を待つ状態にある。AUの裁判機関に刑事裁判管轄権を付与す

る構想自体はAUとICCの関係が悪化する以前から存在し、2004年のアフ

リカ人権裁判所とアフリカ裁判所の組織改革においても案として存在はした

が、実現に向けて草案が早急に作成されるに至ったのは、ヨーロッパ諸国が行

使する普遍的管轄権を回避する目的58とともに、本稿第1章で紹介した一連の

56"TheRoleofthelCC:AccountabilityjPeace,andJustice",inTheodorMeron,7WeMMi"gq/

:IMeF""α""αﾉα”"α/､ﾉ""Ce:.4Jfewβ℃加油eBe"ch(Oxfbrd,2011),p.163.

57See,KristenRau“Jurisprude”allnnovationorAccountabilityAyoidance？Thelntemational

CrmmalCourtandProposedExpansionoftheAficanCourtofJusticeandHumanRights''

Mi""eso"LqwReWewWl.97(December2012).

58アフリカで発生した犯罪に対してヨーロッパ諸国が行使する普遍的管轄権がEUとA
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ICC関連決議の影響と考えられる。

ヨーロッパ諸国やICCといったアフリカ外からの干渉を排除したいとの願

望を一部の者が有していることは事実であるが、他方で、大規模な人権侵害や

暴力の悲劇が多発したアフリカの歴史を踏まえるならば､アフリカの裁判所が

国際法上の犯罪を処罰する刑事裁判管轄権を設定することを処罰徹底の目的上

好ましい発展として純粋に評価する声もある59．

仮にアフリカ人権裁判所の権限拡大案が実現した場合、ICCとの関係が問

題となるであろう。ICCの｢補完性の原則」は国家の刑事裁判権を補完する

ものであるが、他の国際的裁判機関との間にも適用される原則であるのか問題

とされる。現在審議中であるAUの組織改革により、将来的にAUは自己完結

型の地域的国際刑事裁判システムを発展することができるのか注目される｡

おわりに

本稿で明らかにしたように、ICC非協力決議をAUが採択した背景には多

様な法律的見解及び政治的主張があるが、アフリカ諸国は当初からICCに反

対してきたわけではない点をここで指摘したい。すなわち、ICCの設立にア

フリカ諸国が大いに貢献してきた歴史を無視すべきではないと考える61998

年のICC設立会議においては、アフリカ諸国はヨーロッパ諸国と同じくIC

C設立支援国として数えられ、ICC規程の採択に貢献した｡そもそもICC

を設立するための作業過程当時では、AUの前身であるアフリカ統一機構(OIz

ganizationofA価canUnity、OAU)は、国際刑事裁判所の構想への期待を持

ち、すべてのOAU加盟国に対してICCを設立するためのローマ会議に参加

Uとの対立を生じさせた問題については、拙稿「刑事司法を通じた新植民地主義一

欧州諸国の普遍的管轄権に対するアフリカの反発一｣、松田竹男・田中則夫・薬師

寺公夫･坂本茂樹編『現代国際法の思想と構造II環境､'海洋、刑事、紛争､展望』（東

信堂、2012年)、参照。

59See,D.Deya"WOrththeWait:PushingfbrtheAfiPicanCourttoexerciSejUrisdictionfbr

internationalcrimes''〃た灰"α""αﾉ｡”"αﾉ‘ﾉ加s"celSsue2(February2012).
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論説

するよう呼びかけていたのである60.また、ICC規程の条約をいち早く批准

したのもアフリカの国である。1999年、セネガルは他に先んじてICCの加

盟国となり、ICCへの支持を国際社会に表明したのであった。ローマ規程の

発効した2002年当時に国連事務総長であったガーナ出身のコフイ・アナン事

務総長も、ICCが「国際法の失われた連結(missinglink)」であったとし

てICCの設立を歓迎する声明を発表していたのである6'。その後、2013年4

月時点でAU加盟国54か国中、ICCの締約国は34か国にのぼった。以上の

ようにアフリカ諸国は決して当初からICCに反対していたものでもなく、そ

の理念に賛同する、国際刑事法発展の支持母体であった。

このようにアフリカ諸国はICCを設立する際にはヨーロッパ諸国とともに

ICCの支持母体を構成していたのであるし、アフリカの特定の地域において

発生した国際法上の犯罪を処罰してきたルワンダ国際刑事裁判所(ICTR)

及びシエラレオネ国際法廷の経験もあり、アフリカは国際刑事法の発展及び適

用に貢献してきたのである62｡ICCとアフリカ諸国は協力によってお互いに

利益を得ることができる存在と考えられている63。警察組織を持たないICC

にとって国家の協力が必須であることは明白であるが、アフリカ諸国にとって

も法の支配を確立し、侵略の罪の定義の確定を受けて他国からの侵略が犯罪と

して裁かれることの利点などが指摘されている。

アフリカ諸国がICCに対して不満を抱くようになったのは、本稿第2章で

60DecisionoftheCouncilofMmistersoftheOrganizationofAfiPicanUnityjCM/Dec、399

(LXVII),adoptedm67ihOrdmalySessionoftheComcilofMinistrsatAddisAbaba(Ethiopia),

Febmaryl998.

61See,"TranscriptofPressConferencewithPresidentCarloCiampiofItalyandSecretary-

GeneralKofiAnnaninRomeandNewYorkbyVideoConference'',U､N.PressReleaseSG/

SM/8194,p.3(November4,2002).

62See,PacifiqueManirakiza"LaContributionAficameauDeveloppememdelaJusticeP釦ale

memationale''RewJe"Dﾉ℃〃["1jve恋"e咋肋er6rookevol.40(2009-2010).

63CharlesChemorJalloh,".cif,sz"mnote(32),pp.216-223.
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国際刑事裁判所(IC.C)とアフリカ諸国との確執

述べたようにICCがアフリカの事件のみを扱い、アフリカ諸国の現役の国家

元首や政府首長や高官を訴追したことを契機とする。本稿では特にICCの公

正さをいかに確保するかという問題と、免除に関する国際法認識の違い、補完

性の原則の適用下でのアフリカ諸国の国内制度の評価問題、並びに協力義務の

有無及び根拠に関する問題について、アフリカ諸国の法認識がICCと異なる

ためにアフリカとICCとの関係に溝が広がっていることを明らかにした。し

たがって、アフリカ諸国の反発を単に植民地支配の歴史に苛まれた感情論とし

て片づけるべきではない。また、アジアといったアフリカ大陸外の事件をIC

Cが新たに取扱い始めれば解決されるものと楽観視できるものでもない。IC

cとアフリカとの確執には、急速に発展した国際刑事法の内容と適用に関する

法認識の違いが存在するからである。既存の国際法の中に国際刑事法の諸原則

及び規則を位置づけ直し整合的な法認識を明確にする作業が必要であると考え

る。

本稿で取り上げたアフリカ諸国の反発をどのように評価するか課題は残って

いる。本稿で指摘した諸問題は、ICCの「補完性の原則」の拡大解釈など、

あくまでもICCの制度内での問題と解釈し解決することも可能であろうが、

国際法学全体の視点からの評価も待たれる。例えば現状は国際刑事法の「断片

化(fragmentation)」の顕在化と評されるのであろうか。国際人権法といった

他分野で問題とされている普遍主義(universalism)と地域主義(regionalism)

又は文化相対主義との対立が、国際刑事法の分野においても具現化していると

類推して結論されうるのか。本稿で取り上げたICCとアフリカ諸国との対立

が、国際刑事法の危機であり続けるか、それともさらなる国際刑事法の発展と

躍進をもたらす契機となるのか、注意深く見守っていきたいと考えている。

金沢法学56巻2号(2014)97


